
平成29年度における情報公開制度の実施状況平成29年度における情報公開制度の実施状況平成29年度における情報公開制度の実施状況平成29年度における情報公開制度の実施状況

１ 利用状況１ 利用状況１ 利用状況１ 利用状況

平成29年度の情報公開窓口（行政情報センター、石狩を除く各（総合）振興局の行政情報

コーナー及び出先機関の情報コーナー並びに知事を除く実施機関における情報公開窓口）の

利用者数は6,176人で、実施機関別には表１のとおりです。

表１ 実施機関別利用状況表１ 実施機関別利用状況表１ 実施機関別利用状況表１ 実施機関別利用状況 （単位：人)

２ 公文書の開示請求の状況２ 公文書の開示請求の状況２ 公文書の開示請求の状況２ 公文書の開示請求の状況

(1) 公文書の開示請求者数及び対象公文書数(1) 公文書の開示請求者数及び対象公文書数(1) 公文書の開示請求者数及び対象公文書数(1) 公文書の開示請求者数及び対象公文書数

開示請求者は3,152人、対象公文書数は19,932件であり、開示決定等の内容別は表２のと

おりです。

表２ 公文書の開示請求者数及び対象公文書数表２ 公文書の開示請求者数及び対象公文書数表２ 公文書の開示請求者数及び対象公文書数表２ 公文書の開示請求者数及び対象公文書数 （単位：人、件）

(2) 実施機関別公文書の開示の状況(2) 実施機関別公文書の開示の状況(2) 実施機関別公文書の開示の状況(2) 実施機関別公文書の開示の状況

開示請求に係る実施機関別の内訳は、知事が18,888件で94.76％を占め、次いで選挙管理

委員会が466件で2.33％となっています。

開示請求の件数及び開示決定等の内容を実施機関別（知事は所管部（局）別）にみると、

表３のとおりです。

なお、開示請求及び処理状況一覧については、資料１－１に掲載しています。

来訪 郵送 電子申請 電話
公文書の

開示請求
情報提供

その他

（相談・

案内等）

知事 4,394 1,669 148 1,513 1,064 2,888 607 899

教育委員会 29 12 2 11 4 29 0 0

公安委員会 1 0 0 0 1 1 0 0

選挙管理委員会 89 56 10 11 12 89 0 0

監査委員 1 1 0 0 0 1 0 0

人事委員会 1 1 0 0 0 1 0 0

労働委員会 1 1 0 0 0 1 0 0

収用委員会 13 13 0 0 0 13 0 0

連合海区漁業調整委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

海区漁業調整委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

内水面漁場管理委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

公営企業管理者 6 2 0 4 0 6 0 0

道立病院局 15 1 0 14 0 15 0 0

警察本部長 1,614 1,322 44 11 237 96 1,149 369

北 海 道 公 立 大 学 法 人 札 幌 医 科 大 学 11 2 4 0 5 11 0 0

地方独立行政法人北海 道立 総合 研究機構 1 0 1 0 0 1 0 0

合計 6,176 3,080 209 1,564 1,323 3,152 1,756 1,268

実施機関 利用者数

内　　　　　　　　訳

利用形態 利用目的

3,152 1,335 1,817 19,932 4,240 14,755 5 4 911 17 (1)

事案の

移送
開示 一部開示 非開示

存否応答

拒否
不存在 取下げ

請求人数

個人
法人その

他の団体

対象公文

書数

請求者の内訳 請求に対する開示決定等の内容



表３ 実施機関別公文書の開示決定等の状況表３ 実施機関別公文書の開示決定等の状況表３ 実施機関別公文書の開示決定等の状況表３ 実施機関別公文書の開示決定等の状況 （単位：件）

（注）１ 知事の所管部（局）別内訳には、総合振興局等出先機関に係るものを含む。

２ 事案の移送について、総務部から札幌医科大学への移送が１件あった。（外数）

(3) 開示請求に係る公文書の内容(3) 開示請求に係る公文書の内容(3) 開示請求に係る公文書の内容(3) 開示請求に係る公文書の内容

開示請求のあった主な公文書は、表４のとおりです。

表４ 請求内容別公文書上位５位表４ 請求内容別公文書上位５位表４ 請求内容別公文書上位５位表４ 請求内容別公文書上位５位 （単位：件、％）

(4) 個人・法人等の開示請求者数等の内容(4) 個人・法人等の開示請求者数等の内容(4) 個人・法人等の開示請求者数等の内容(4) 個人・法人等の開示請求者数等の内容

開示請求者数及び件数を、個人、法人等別にみると、表５のとおりです。

表５ 個人・法人等別の開示請求件数表５ 個人・法人等別の開示請求件数表５ 個人・法人等別の開示請求件数表５ 個人・法人等別の開示請求件数 （単位：人、件）

開示 一部開示 非開示
存否応答

拒否
不存在 取下げ

3,815 14,248 4 3 805 13 (1) 18,888 94.76% 4,573

総 務 部 443 920 0 0 8 1 (1) 1,372 6.88% 406

総 合 政 策 部 787 1,597 0 1 2 0 0 2,387 11.98% 1,890

環 境 生 活 部 2 467 1 0 10 1 0 481 2.41% 331

保 健 福 祉 部 1,401 9,759 2 1 761 4 0 11,928 59.84% 1,470

経 済 部 45 80 1 1 2 0 0 129 0.65% 89

農 政 部 12 95 0 0 3 3 0 113 0.57% 68

水 産 林 務 部 94 56 0 0 2 1 0 153 0.77% 117

建 設 部 1,021 1,239 0 0 16 3 0 2,279 11.43% 159

出 納 局 10 35 0 0 1 0 0 46 0.23% 43

295 91 1 0 0 1 0 388 1.94% 159

0 0 0 0 0 1 0 1 0.01% △ 2

71 316 0 0 79 0 0 466 2.33% 78

0 2 0 0 0 0 0 2 0.01% 2

3 0 0 0 0 0 0 3 0.02% △ 4

0 0 0 0 1 0 0 1 0.01% 0

1 8 0 0 10 0 0 19 0.09% 3

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

1 6 0 0 0 0 0 7 0.04% △ 7

12 3 0 0 0 0 0 15 0.08% 15

15 75 0 1 12 2 0 105 0.52% △ 77

27 5 0 0 4 0 0 36 0.18% 5

0 1 0 0 0 0 0 1 0.01% 1

4,240 14,755 5 4 911 17 (1) 19,932 100.00% 4,746

公 営 企 業 管 理 者

警 察 本 部 長

北海道公立大学法人札幌医科 大学

地方独立 行政法人北 海道立 総合 研究 機構

合　　計

道 立 病 院 局

人 事 委 員 会

労 働 委 員 会

収 用 委 員 会

連 合海 区漁 業調 整委 員会

海 区 漁 業 調 整 委 員 会

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会

知　　　　　事

教 育 委 員 会

公 安 委 員 会

選 挙 管 理 委 員 会

監 査 委 員

実施機関

請求に対する開示決定等の内容
事案の

移送

対象公文

書数

全体に占

める割合

対前年度増

減

個 人 ・ 法 人 等 の 別 人　　　数 件　　　数

道 内 に 住 所 を 有 す る 個 人 1,206 2,890

道 外 に 住 所 を 有 す る 個 人 129 895

道内に事務所等を有する法人・その他の団体 1,286 11,983

道外に事務所等を有する法人・その他の団体 531 4,164

合　　　　　　計 3,152 19,932

請求内容 件数
全体に占

める割合

1 法人等の計算書類 6,239 31.30%

2 旧優性保護法に関する書類 4,032 20.23%

3 飲食店の営業許可台帳に関する書類 1,191 5.98%

4 知事日程 1,085 5.44%

5 契約締結決定内訳書 901 4.52%

13,448 67.47%合        計



３ 情報提供の状況３ 情報提供の状況３ 情報提供の状況３ 情報提供の状況

(1) 刊行物等による情報提供の状況(1) 刊行物等による情報提供の状況(1) 刊行物等による情報提供の状況(1) 刊行物等による情報提供の状況

刊行物等により情報提供を行った件数を情報分類別にみると、表６及び図１のとおりです。

表６ 刊行物等による情報提供の状況表６ 刊行物等による情報提供の状況表６ 刊行物等による情報提供の状況表６ 刊行物等による情報提供の状況 （単位：件、％）

（注）１「行政一般」とは、国政、道政及び市町村行政に関する一般的事項並びに財政、

税務、選挙等に関するもの。

２「総合政策」とは、総合計画、地域振興、国土利用及び経済全般等に関するも

の。

図１ 利用された刊行物等の情報分類の内容図１ 利用された刊行物等の情報分類の内容図１ 利用された刊行物等の情報分類の内容図１ 利用された刊行物等の情報分類の内容

(2) 有償刊行物の頒布の状況(2) 有償刊行物の頒布の状況(2) 有償刊行物の頒布の状況(2) 有償刊行物の頒布の状況

有償刊行物の頒布状況は、道の刊行物20種類96冊を有償刊行物として指定し、頒布部数

は55部、頒布収入は３万3,305円でした。

４ 写しの交付に要する費用の収入状況４ 写しの交付に要する費用の収入状況４ 写しの交付に要する費用の収入状況４ 写しの交付に要する費用の収入状況

公文書の写し及び刊行物等の写しの交付に要する費用の収入金額は329万6,672円で、その

収入の内訳は、表７のとおりです。

分類 情 報 の 内 容 件数 割合

1 総 記 38 0.4

2 行 政 一 般 206 2.3

3 総 合 政 策 41 0.4

4 資 源 ・ エ ネ ル ギ ー 36 0.4

5 防 災 ・ 安 全 23 0.3

6 自 然 環 境 ・ 公 害 27 0.3

7 健 康 ・ 医 療 31 0.3

8 福 祉 304 3.3

9 労 働 34 0.4

10 教 育 8,195 89.9

11 文 化 41 0.4

12 居 住 環 境 27 0.3

13 交 通 運 輸 21 0.2

14 商 工 観 光 37 0.4

15 農 業 29 0.3

16 林 業 15 0.2

17 水 産 業 19 0.2

9,124合　　計



表７ 写しの交付に要する費用の収入状況表７ 写しの交付に要する費用の収入状況表７ 写しの交付に要する費用の収入状況表７ 写しの交付に要する費用の収入状況 （単位：件、枚、円）

（注) １（ ）内の数字は、郵送による写しの交付分で内数である。

２ 知事の収入は、行政情報センター（コーナー）で徴収した知事以外の実施機関に係

る写しの収入分も含む。

５ 出資法人等情報公開の申出５ 出資法人等情報公開の申出５ 出資法人等情報公開の申出５ 出資法人等情報公開の申出

出資法人等に対する情報公開の申出は４件で、決定の内容は、一部の閲覧に応じたものが

２件、不存在が２件であった。

６ 指定管理者情報公開の申出６ 指定管理者情報公開の申出６ 指定管理者情報公開の申出６ 指定管理者情報公開の申出

指定管理者に対する情報公開の申出は２件で、決定の内容は、一部の閲覧に応じたものが

１件、閲覧に応じなかったものが１件であった。

７ 審査請求の状況７ 審査請求の状況７ 審査請求の状況７ 審査請求の状況

行政不服審査法（昭和37年法律第160号）の規定に基づく公文書の一部開示又は非開示等の

決定及び公文書の不存在通知等に対する審査請求の状況及び決定状況は、表8のとおりです。

表８ 審査請求の状況表８ 審査請求の状況表８ 審査請求の状況表８ 審査請求の状況 （単位：人、件）

審査請求に対する実施機関の決定状況審査請求に対する実施機関の決定状況審査請求に対する実施機関の決定状況審査請求に対する実施機関の決定状況 （単位：件）

（注）１ 28年度以前の数値は、平成28年度末において未答申であった平成28年度以前になさ

れた審査請求をいう。

２ 審査請求人数は、実人数である。ただし、「平成29年度」と「平成28年度以前」で

２名の重複がある。

件数 枚数 金額 件数 枚数 金額 件数 枚数 金額

(2,603) (28,339) (560,150) (3,343) (12,125) (165,790) (5,946) (40,464) (725,940)

9,598 260,543 2,595,122 8,748 32,787 368,995 18,346 293,330 2,964,117

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

(1) (14) (345) (0) (0) (0) (1) (14) (345)

7 11,315 113,355 0 0 0 7 11,315 113,355

(11) (414) (7,248) (5) (56) (1,158) (16) (470) (8,406)

49 3,497 38,108 413 16,812 168,718 462 20,309 206,826

(2) (6) (534) (0) (0) (0) (2) (6) (534)

10 205 2,524 0 0 0 10 205 2,524

(1) (930) (9,850) (0) (0) (0) (1) (930) (9,850)

1 930 9,850 0 0 0 1 930 9,850

(2,618) (29,703) (578,127) (3,348) (12,181) (166,948) (5,966) (41,884) (745,075)

9,665 276,490 2,758,959 9,161 49,599 537,713 18,826 326,089 3,296,672
合 計

教 育 委 員 会

公 安 委 員 会

選 挙 管 理 委 員 会

警 察 本 部 長

地方独立行政法人

北海道総合研究機構

北海道公立大学法人

札 幌 医 科 大 学

公文書開示請求 刊行物等の情報提供 計

知 事

実施機関

利用区分

原処分
妥  当

一　部
妥　当

妥　当
でない

計

29年度 8 730 599 130 1 0 438 0 0 438 161

28年度以前 7 122 122 0 0 0 120 1 1 122 0

計 13 852 721 130 1 0 558 1 1 560 161

審査会の答申

審議中審査会に
諮　　問

審査会に
未 諮 問

却下 取下げ

審査請求

年　　度

審査請
求

人  数

審査請
求

件　数

認　容
一部認容
一部棄却

棄　却
一部却下
一部棄却

未裁決

29年度 438 0 0 438 0 0

28年度以前 122 1 1 120 0 0

計 560 1 1 558 0 0

審査請求

年　　度

答　申

件　数



８ 北海道情報公開・個人情報保護審査会の構成及び開催状況８ 北海道情報公開・個人情報保護審査会の構成及び開催状況８ 北海道情報公開・個人情報保護審査会の構成及び開催状況８ 北海道情報公開・個人情報保護審査会の構成及び開催状況

平成29年度における審査会は、全体会が５回、第一部会が９回、第二部会が11回、第三部会

が８回、第四部会が１回、合計34回開催されました。

なお、審査会及び各部会の審議内容については、資料１－３に、審査会の答申については、

資料１－４にそれぞれ掲載しています。

北海道情報公開・個人情報保護審査会委員の任命北海道情報公開・個人情報保護審査会委員の任命北海道情報公開・個人情報保護審査会委員の任命北海道情報公開・個人情報保護審査会委員の任命

・平成２７年５月２５日から平成２９年５月２４日まで

氏 名 役 職 名 備 考

安藤 誠悟 弁護士 第一部会長

市毛 智子 弁護士 第三部会

小倉 一志 小樽商科大学商学部企業法学科教授 第一部会

尾﨑 英雄 弁護士 会長

片桐 由喜 小樽商科大学商学部企業法学科教授 副会長、第二部会長

上机 美穂 札幌大学地域共創学群法学専攻教授 第四部会

見野 彰信 弁護士 第二部会

嶋田 健 元(株)テレビ北海道専務取締役 第二部会

白井 芳明 (株)HARP常務取締役プロジェクト推進部長 第四部会

髙井 昌彰 北海道大学情報基盤センター長・教授 第四部会長

中村 敏子 北海学園大学法学部政治学科教授 第一部会

丸尾 正美 弁護士 第三部会長

米田 雅宏 北海道大学大学院法学研究科教授 第三部会

・平成２９年５月２５日から平成３１年５月２４日まで

氏 名 役 職 名 備 考

安藤 誠悟 弁護士 会長

市毛 智子 弁護士 第一部会

小倉 一志 小樽商科大学商学部企業法学科教授 第一部会

片桐 由喜 小樽商科大学商学部企業法学科教授 副会長、第二部会長

上机 美穂 札幌大学地域共創学群法学専攻教授 第四部会

見野 彰信 弁護士 第一部会長

小谷 大介 弁護士 第二部会

嶋田 健 元(株)テレビ北海道専務取締役 第二部会

白井 芳明 (株)NTT東日本ビジネスイノベーション部カスタ 第四部会

マーリレーショングループ長

髙井 昌彰 北海道大学情報基盤センター長・教授 第四部会長

丸尾 正美 弁護士 第三部会長

米田 雅宏 北海道大学大学院法学研究科教授 第三部会

渡辺 麻里衣 弁護士 第三部会


